




(2) 施工高

表ー2.3によると、高さ 4m以下が全体の53%と大半を占めている。一方、 6m以

上の施工例も17件(3.3%)あり、最近では高さ16m(EPS高13m)の拡幅盛土も

施工されている。なお、 4m以下の平均施工量は 555rrfとなっている。

表-2.3 纏工高と施工件数

纏工高 平均砲エ呈 纏エ件数 件 舷

【皿} (01) {件3 110 1~0 1.0 24.0 

4.0回以下 555 272 

4.1-1.0 2.581 28 守.ω
1.1曲以上 3.181 17 平3.31)
{朱斑旭〉 415 188 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・.・.・.・.・.・.・.・.・.ー.・.・

(3) 施工延長

表-2.4によると、延長50m以下が38%あるが、未確認件数も多く、また面的施工

もあるため、一概に施工延長の平均を算出することは困難である。しかし、概観とし

て 100 m前後のようである。
表-2.4 施工延長と施工件数

纏工嵐長 l 平均纏工. I 纏工件敏
(m) I (oI) I (件】

件般

電~0__  1塑 1:!，0 20，0 

50回以下 224 195 
u-，. U~J 

51-1ω 1.115 
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101m以上 1.730 

{未確沼} 855 

EPS工法の施工規模としては、これまでの実績から高さ 4m以下，施工延長 100

m前後，施工量 500""'"700rrf程度が平均的な値であろう。また、適用形態としては道

路盛土が最も多く、次に擁壁・橋台裏込めが続いている。

今後の傾向としては、以下の形態が挙げられる。

①高さ 5"""'8m程度の拡幅盛土(保護壁タイプ)の増加

②高さ 4.......6m程度の橋台背面裏込めの増加

3.技術評価と今後の課題

EPS工法の設計・施工法、あるいは技術的課題に対応するために、現在までに各種

の調査・研究が実施されている。

ここでは、主として建設省土木研究所で実施されてきた研究と、 EPS開発機構で整

備している資料を以下に示す。

① 発泡スチロールを用いた構造物背面の土圧軽減工法の大型擁壁実験:

土木研究所資料第2894号，建設省土木研究所.1990 

② EPS盛土の耐震性に関する検討:土木研究所資料第2946号

建設省土木研究所.1991 
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③ 発泡スチロールを用いた軽量盛土の設計・施工マニュアル:

土木研究所資料第3089号，建設省土木研究所.1992 

④ 発泡スチロール土木工法技術資料設計マニュアル第 l版(現在改訂中)

昭和63年10月，発泡スチロール土木工法開発機構

⑤発泡スチロール土木工法技術資料材料マニュアル第3版:

平成4年4月，発泡スチロール土木工法開発機構

⑥ 発泡スチロール土木工法技術資料施工・積算マニュアル第 l版:

平成2年11月，発泡スチロール土木工法開発機構

⑦ EPS工法:理工図書(平成5年2月出版)

EPS工法の設計・施工法の妥当性を評価するためには、各種の調査研究に合わせて、

実施工における動態観測等による特性把握も重要な事項となる。

動態観測を実施するにあたっての着目点についてとりまとめると以下のようである。

(1) 動態観測

軟弱地盤の沈下軽減対策として用いられるEPS工法の沈下状況を、以下の項目

について検討を行なう必要がある。

(a) E P S施工から供用までの短期沈下特性

(b) 供用以降の長期沈下特性

(c) E P S基礎部と境界部境界での段差

(d) E P S盛土と一部盛土部の沈下差による不等沈下

(2) 静的特性

(a) E P S盛土内での荷重による応力分散状況

(b) 壁面への側圧発生状況とその分布

(c) E P S内部のひずみ発生状況と残留ひずみ

(3) 動的特性

(a) 上載荷重によるトップヘビーなEPS構造体の振動特性

(b) 一般盛土部とEPS盛土部の振動性状の比較

(c) 構造物背面に作用する動的応力の把握

いずれにしろ、新工法や新材料には多くの技術的課題が発生するものであるが、これ

まで本工法の展開に携わった l人として、本工法の現況をとりまとめてみた。
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